
伊勢崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例をここに公

布する。 

  令和８年６月３０日 

 

伊勢崎市長 臂   泰 雄   

 

伊勢崎市条例第１６号 

伊勢崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１７年伊勢崎市条例第４６

号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２項中「出場手当」を「出動手当」に改める。 

別表第３出場手当の項中「出場手当」を「出動手当」に、「出場で」を「出

動で」に、「の消防活動業務」を「の出動で消防活動業務」に改め、同表救助

隊員等手当の項中「出場し」を「出動し」に、「出場手当」を「出動手当」に

改め、同表夜間特殊業務手当の項中「※夜間勤務手当と併給する。」を削り、

同表に次のように加える。 

緊急消

防援助

隊手当 

消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）

第４５条第１項に規定する緊急消防援助隊

として行う業務に従事した職員 

日額 １，４４０

円 

上記のうち、災害対策基本法（昭和３６年

法律第２２３号）に基づく立入禁止等の措

置がなされた区域等著しく危険な区域にお

いて行う業務に従事した職員 

日額 ２，８８０

円 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の伊勢崎市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定は、この条例の

施行の日以後の勤務に係る特殊勤務手当について適用し、同日前の勤務に係



る特殊勤務手当については、なお従前の例による。 

 

伊勢崎市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月３０日 

 

伊勢崎市長 臂   泰 雄   

 

伊勢崎市条例第１７号 

伊勢崎市市税条例の一部を改正する条例 

 伊勢崎市市税条例（平成１７年伊勢崎市条例第７５号）の一部を次のように

改正する。 

 第３４条の７第２項中「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項

又は第４項」に改める。 

 第３６条の２第１項ただし書中「及び第３６条の３の３第１項」を「並びに

第３６条の３の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

 第３６条の３の２第１項第２号中「除き、」を「除く。次条第１項第２号に

おいて同じ。）（」に改め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条第５項

中「次条第４項」を「次条第５項」に改める。 

 第３６条の３の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）は、

公的年金等支払者（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申告書の提出

の際に経由すべき同項に規定する公的年金等（以下この項において「公的年

金等」という。）の支払者をいう。以下この条において同じ。）から毎年最初

に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところによ

り、次項各号に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経

由して、市長に提出しなければならない。 

⑴ 所得税法第２０３条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を提

出しなければならない者 

⑵ 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用

を受けるものを除く。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者



であって、特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円

以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（合計所得金額

が９５万円以下であるものに限る。）をいう。次号及び次項第３号におい

て同じ。）（退職手当等（第５３条の２に規定する退職手当等に限る。以下

この号において同じ。）に係る所得を有する者に限る。）又は扶養親族（年

齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当等に係る所得を

有する者に限る。）若しくは特定親族（退職手当等に係る所得を有する者

であって、合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）を有する者 

⑶ 法の施行地において公的年金等（所得税法第２０３条の７の規定の適用

を受けるものに限る。）の支払を受ける第２３条第１項第１号に掲げる者

（当該年中に支払を受けるべき当該公的年金等の額がその年最初に当該公

的年金等の支払を受けるべき日の前日の現況において令第４８条の９の７

の３に定める金額に満たない者を除く。）であって、障害者、寡婦若しく

はひとり親に該当する者又は特定配偶者若しくは扶養親族（年齢１６歳未

満の者又は控除対象扶養親族に限る。）若しくは特定親族（合計所得金額

が８５万円以下であるものに限る。）を有する者 

第３６条の３の３第５項中「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６

項とし、同条第４項中「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の８」に改

め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前

項」を「第１項」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定による申告書に」

を「同条第１項の規定による申告書に」に、「法第３１７条の３の３第１項の

規定による申告書を提出する」を「同条第１項の規定による申告書を提出する」

に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 公的年金等支払者の名称 

⑵ 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第１項第６号に規定する特別障

害者又はその他の障害者に該当する場合にはその旨及びその該当する事実

並びに寡婦又はひとり親に該当する場合にはその旨 

⑶ 特定配偶者の氏名 

⑷ 扶養親族又は特定親族の氏名 



⑸ その他施行規則で定める事項 

 第６３条中「が土地」の次に「又は家屋」を加え、「、家屋にあっては２０

万円」を削り、「１５０万円」を「１８０万円」に改める。 

 附則第６条中「から令和９年度まで」を「以後」に改める。 

 附則第７条の３第１項中「令和２０年度」を「令和２５年度」に、「令和７

年」を「令和１２年」に改める。 

附則第７条の４中「又は附則第２０条第１項」を「、附則第１９条の３第１

項又は附則第２０条第１項」に、「附則第５条の６第２項」を「附則第５条の

６第３項又は第４項」に改める。 

附則第９条の２中「附則第７条の２第４項」の次に「（法附則第７条の３第

３項又は第４項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）」を加える。 

附則第１０条の２中第５項を第１２項とし、第４項を第１１項とし、第３項

を第１０項とし、第２項の次に次の７項を加える。 

３ 法附則第１５条第２４項第１号イに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

４ 法附則第１５条第２４項第１号ロに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

５ 法附則第１５条第２４項第１号ハに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

６ 法附則第１５条第２４項第１号ニに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

７ 法附則第１５条第２４項第３号イに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

８ 法附則第１５条第２４項第３号ロに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

９ 法附則第１５条第２４項第４号に規定する設備について同号に規定する市

町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

附則第１０条の２に次の１項を加える。 

１３ 法附則第１５条の１１第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、

３分の１とする。 



附則第１７条の２第２項中「附則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の

２第６項」に、「附則第３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１２項」

に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含む。）の場合において、所得割

の納税義務者が、租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号から第１５号

までに掲げる土地等の譲渡に該当するものをしたときにおけるその譲渡をし

た土地等がその譲渡をした時において地すべり等防止法（昭和３３年法律第

３０号）第３条第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防

止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危

険区域、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成１２年法律第５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定

都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７号）第５６条第１項の浸水

被害防止区域内にあるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は第２項に規

定する優良住宅地等のための譲渡又は確定優良住宅地等予定地のための譲渡

に該当しないものとみなす。 

附則第１９条の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例） 

第１９条の３ 当分の間、所得割の納税義務者が前年中に租税特別措置法第３

８条の２第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は雑所得を有する場合には、

当該事業所得、譲渡所得及び雑所得については、第３３条第１項及び第２項

並びに第３４条の３の規定にかかわらず、他の所得と区分し、前年中の当該

事業所得の金額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額として令附則第１８条の

６の４で定めるところにより計算した金額（以下この項において「特定暗号

資産に係る譲渡所得等の金額」という。）に対し、特定暗号資産に係る課税

譲渡所得等の金額（特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項第１号の規

定により読み替えて適用される第３４条の２の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）をいう。）の１００分の３に相当する金額に相当する市

民税の所得割を課する。 

２ 前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

⑴ 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるの



は、「総所得金額、附則第１９条の３第１項に規定する特定暗号資産に係

る譲渡所得等の金額」とする。 

⑵ 第３４条の６から第３４条の８まで、第３４条の９第１項、附則第７条

第１項及び附則第７条の３第１項の規定の適用については、第３４条の６

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の３第１項の

規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項前段、第３４条

の８、第３４条の９第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項

中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１９条の３第１項

の規定による市民税の所得割の額」と、第３４条の７第１項後段中「所得

割の額」とあるのは「所得割の額及び附則第１９条の３第１項の規定によ

る市民税の所得割の額の合計額」とする。 

⑶ 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第１９条の３第１項に規定する特定

暗号資産に係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは山林所得金額」とある

のは「、山林所得金額若しくは附則第１９条の３第１項に規定する特定暗

号資産に係る譲渡所得等の金額」とする。 

⑷ 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに附則第１９条の３第１項に規定する特定暗

号資産に係る譲渡所得等の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とある

のは「所得割の額並びに附則第１９条の３第１項の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第３６条の２第１項ただし書、第３６条の３の２及び第３６条の３の３

の改正規定並びに附則第６条の改定規定及び附則第７条の３第１項の改正

規定並びに次条第１項及び第２項の規定 令和９年１月１日 

⑵ 第６３条の改正規定及び附則第３条の規定 令和９年４月１日 

⑶ 第３４条の７第２項の改正規定並びに附則第７条の４の改正規定（「附



則第５条の６第２項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める部

分に限る。）、附則第９条の２の改定規定及び附則第１７条の２の改正規定

並びに次条第４項の規定 令和１０年１月１日 

⑷ 附則第７条の４の改正規定（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則

第１９条の２の次に１条を加える改正規定並びに次条第３項及び第５項の

規定 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（

令和８年法律第 号）の施行の日の属する年の翌々年の１月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の伊勢崎市市税条例（以下「新条例」という。）

第３６条の３の３第１項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げる規定の施

行の日以後に支払を受けるべき公的年金等について提出する新条例第３６条

の３の３第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受ける

べき公的年金等について提出したこの条例による改正前の伊勢崎市市税条例

第３６条の３の３第１項の規定による申告書については、なお従前の例によ

る。 

２ 前条第１号に掲げる規定による改正後の伊勢崎市市税条例附則第７条の３

第１項及び第２項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８年１月１

日以後に所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第１２号。以下こ

の項において「所得税法等改正法」という。）第７条の規定による改正後の

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条第１項に規定する居住

用家屋（同条第１６項の規定により同条第１項に規定する居住用家屋とみな

される同条第１６項に規定する特例居住用家屋を含む。）若しくは既存住宅

（同条第１７項の規定により同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同

条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第３５項の規定により同条第１

項に規定する既存住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅

を含む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第１７項の規定により同条第

１項に規定する増改築等をした家屋とみなされる同条第１７項に規定する特

例増改築等をした家屋を含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部

分に限る。）又は同条第６項に規定する認定住宅等（同条第１８項の規定に

より同条第６項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１８項に規定する



特例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定めるところによりその者の居住

の用に供する場合について適用し、市民税の所得割の納税義務者が同日前に

所得税法等改正法第７条の規定による改正前の租税特別措置法第４１条第１

項に規定する居住用家屋（同条第２０項の規定により同条第１項に規定する

居住用家屋とみなされる同条第２０項に規定する特例居住用家屋を含む。）

若しくは既存住宅（同条第３５項の規定により同条第１項に規定する既存住

宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含む。）若しくは

増改築等をした家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は同条第１０項

に規定する認定住宅等（同条第２１項の規定により同条第１０項に規定する

認定住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特例認定住宅等を含む。）

を同条第１項の定めるところによりその者の居住の用に供した場合について

は、なお従前の例による。 

３ 前条第４号に掲げる規定による改正後の伊勢崎市市税条例附則第７条の４

の規定は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び第５項において「

４号施行日」という。）の属する年度の翌年度以後の年度分の個人の市民税

について適用し、４号施行日の属する年度分までの個人の市民税については、

なお従前の例による。 

４ 新条例附則第１７条の２第４項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が

前条第３号に掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則第１７条の２第１

項の土地等の譲渡について適用する。 

５ 新条例附則第１９条の３の規定は、４号施行日の属する年度の翌年度以後

の年度分の個人の市民税について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第６３条の規定は、令和９年度以後の年度分の固定資産税につ

いて適用し、令和８年度分までの固定資産税については、なお従前の例によ

る。 

 

伊勢崎市都市計画税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和８年６月３０日 

 



伊勢崎市長 臂   泰 雄   

 

伊勢崎市条例第１８号 

伊勢崎市都市計画税条例の一部を改正する条例 

伊勢崎市都市計画税条例（平成１７年伊勢崎市条例第７７号）の一部を次の

ように改正する。 

附則第１８項を附則第１９項とし、附則第１７項を附則第１８項とする。 

附則第１６項中「附則第８項及び第１０項」を「附則第９項及び第１１項」

に、「附則第８項及び第１１項」を「附則第９項及び第１２項」に、「附則第９

項、第１１項及び第１２項」を「附則第１０項、第１２項及び第１３項」に、

「附則第１１項から第１３項まで」を「附則第１２項から第１４項まで」に、

「附則第１３項」を「附則第１４項」に改め、同項を附則第１７項とする。 

附則第１５項中「附則第１３項」を「附則第１４項」に改め、同項を附則第

１６項とし、附則第１４項を附則第１５項とし、附則第１３項を附則第１４項

とする。 

附則第１２項中「附則第８項」を「附則第９項」に改め、同項を附則第１３

項とする。 

附則第１１項中「附則第８項」を「附則第９項」に改め、同項を附則第１２

項とする。 

附則第１０項中「附則第８項」を「附則第９項」に改め、同項を附則第１１

項とし、附則第７項から附則第９項までを１項ずつ繰り下げ、附則第６項の次

に次の１項を加える。 

（法附則第１５条の１１第１項の条例で定める割合） 

７ 法附則第１５条の１１第１項に規定する市町村の条例で定める割合は、３

分の１とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

伊勢崎市みどりの基本計画審議会条例をここに公布する。 

  令和８年６月３０日 



 

伊勢崎市長 臂   泰 雄   

 

伊勢崎市条例第１９号 

伊勢崎市みどりの基本計画審議会条例 

（設置） 

第１条 都市緑地法（昭和４８年法律第７２号）第４条の規定に基づき、市内

の緑地の保全及び緑化の推進を図るため、市長の附属機関として伊勢崎市み

どりの基本計画審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、市が定める伊勢崎市みどりの基本計画

に関する事項について調査審議する。 

（組織） 

第３条 審議会は、委員１１人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験者、公募による市民その他市長が必要と認める者のうち

から市長が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員に欠員を生じた場合の補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定め

る。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長

となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 



３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、会議を招集する時間的余裕がない、又は天災

その他やむを得ない事情により会議を開催することができないと認めたとき

は、会議を省略し、書面による協議に付することができる。 

（関係者の出席） 

第７条 会長は、必要があると認めたときは、会議に関係者の出席を求め、意

見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、環境部ＧＸ推進課において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、規

則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 

（準備行為） 

２ 第３条第２項の規定による審議会の委員の委嘱に関し必要な行為は、この

条例の施行の日前においても行うことができる。 

（任期の特例） 

３ この条例の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第４条第１項の

規定にかかわらず、令和１０年３月３１日までとする。 

（伊勢崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

４ 伊勢崎市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（

平成１７年伊勢崎市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

 「 

環境美化審議会会長 日額 １０，３００円 を 



同 委員 日額 ９，１００円

」 

 「 

環境美化審議会会長 日額 １０，３００円  

 

同 委員 日額 ９，１００円

に 

みどりの基本計画審議会会長 日額 １０，３００円

同 委員 日額 ９，１００円  

」 

改める。 




